
【金融庁】

（単位：百万円）

項　　　　　　　目　　　　　　　名
（税　　　　　　目）

小計 ▲71,257

小計 ▲8,240 - -

制度自体
の減収額

改正
増減収額

▲79,497 - -

8

18 新設・拡充・延長

-

21 新設・拡充・延長
経済実態を考慮した国際租税に係る所要の措置（農林水産省）

（法人税）
- - -

20 新設・拡充・延長
エンジェル税制の拡充（信託からLPSを通じた投資の対象化）等（経済産業省）

（所得税）
- -

11

共同要望で主管省庁ではない事項

13

15

－

7 新設・拡充・延長
日本版スクークに係る非課税措置の延長

（所得税、登録免許税）
- -

-

6 新設・拡充・延長 ▲51,700

-

-

生命保険料控除制度の拡充
（所得税）

--

－

死亡保険金の相続税非課税限度額の引上げ
（相続税）

▲19,557

市場・開示制度等の見直しに伴う所要の措置
（－）

-

-

-

-

-

-

3 -

NISAの利便性向上等
(所得税)

4

制度自体
の減収額

-

単独要望の事項

店頭デリバティブ取引の証拠金に係る利子の非課税措置の恒久化又は延長
（所得税）

上場株式等の相続税に係る物納要件等の見直し
（相続税）

10 新設・拡充・延長
スタートアップ等が事業全体を担保に金融機関から成長資金を調達できる制度（事業成長担保権）の創設に伴

う所要の措置
(登録免許税、国税徴収法)

12 新設・拡充・延長

共同要望で主管省庁となる事項

－
種類株式に係る課税上の取扱いの明確化

（所得税、法人税、相続税、贈与税）

- -

新設・拡充・延長

改正
増減収額

-

金融所得課税の一体化（金融商品に係る損益通算範囲の拡大）（経済産業省、農林水産
省）

（所得税）

クロスボーダー投資の活性化に向けた租税条約等の手続きの見直し
（所得税、法人税）

平年度の
減収見込額

-

-

新設・拡充・延長

-

5

-

-

トークン化社債等に関する振替債等と同等の税制措置
（所得税）9

-

1

-

2 新設・拡充・延長

新設・拡充・延長

新設・拡充・延長

-

-

- -

新設・拡充・延長

新設・拡充・延長
金融機能強化法に基づく資本参加や資金交付に係る登録免許税の軽減措置の延長

（登録免許税）

海外進出における支店/子会社形態の税制上のイコールフッティング
（法人税）

-

-17

-

- -

- -

新設・拡充・延長

-

16

-

-

-

-

-

－新設・拡充・延長

サステナブルファイナンス分野における所要の措置
（－）

新設・拡充・延長

合　　計

- -

-

銀行等保有株式取得機構に係る課税の特例措置（欠損金の繰戻し還付）の延長（財務
省）

（法人税）

新設・拡充・延長

新設・拡充・延長

- -

▲8,240

19 新設・拡充・延長
新型コロナウイルス感染症に関する特別貸付けに係る消費貸借に関する契約書の印紙税の非課

税措置の延長（厚生労働省、農林水産省）
（印紙税）

-

-

－

第三者保有の暗号資産の期末時価評価課税に係る見直し（経済産業省）
（法人税）

14 新設・拡充・延長
OECDの新国際課税ルールに係る所要の措置

（法人税）
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